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【取組事例2】   避難行動要支援者名簿を活用した取組事例 

項目名  第三地区防災人材マップ（災害時緊急連絡網）の作成・配布事業 

自主防災組

織等の名称 

地区： 第三地区 

名称： 第三地区住民自治協議会 

取組概要 

●取組開始年度 

 平成 29年～ 

●取組内容 

災害発生時等緊急的な行動を要する場合に支援を必要とする

方々を事前に把握しておくことは地域の防災活動として重要なこ

とである。しかし、その名簿の管理については十分な配慮が必要

であり、限られた方への配布に留められ、名簿保管者にとっては

とても大きな負担となっている。 

このことから、第三地区では、災害時緊急連絡網「第三地区防

災人材マップ」を整備し、支援を必要とする方々に配布し、万が一

の場合には、支援を必要とする方からも、身近な支援者にその意

思表示ができるシステムを構築している。 

 「支援者」は、各地区役員で、役員改選のあった年に、各役員と

民生委員が対象者宅を訪問し配布している。 

マップを配布する「支援を必要とする方」については、避難行動

要支援者名簿掲載者と、日頃各地区役員、民生委員が支援を必

要としている方々としている。 

 

写真、マップ、名簿等の写真：  別添による 

 

課題等 

 

・高齢化の進行とともに、各地区役員の高齢化が進行している。 

・マンション、アパートの増加により、身近な「隣人」が少ない。 

・実際の災害発生により避難行動が行われた時など、支援者が多

くなれば、避難者の確認に手間取ることが予想される。 

 

・日頃からの住民交流が大きな課題となっている。 
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第三地区防災人材マップ（支援者リスト） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災マップ配布時使用のファイル（目につくデザイン・配色） 
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【取組事例3】   避難行動要支援者名簿を活用した取組事例 

項目名  「私の避難計画」作成 

自主防災組

織等の名称 

地区：古牧地区 

名称：古牧地区住民自治協議会 地区自主防災会 民生児童委員

協議会 

取組概要 

取組開始年度：令和６年度 （過去にも実施。Ｒ６再開） 

 

取組内容： 

住民自治協議会が中心となって、各地区の自主防災会や民生

児童委員が協力して災害時避難行動要支援者を対象に「緊急時

の連絡先」「私の避難計画」の作成に着手した。 

 対象者は書類を所定の袋（ジップロック）に入れ保管し、災害時

や緊急時に活用できるようにしている。「私の避難計画」について

は民生児童委員も保管している。 

 新たに避難行動要支援者名簿に登載された者を対象に加え、継

続優先事業として取り組んでいく。 

 

 

課題等 
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【取組事例4】   避難行動要支援者名簿を活用した取組事例 

項目名 「わたしの避難計画」の作成と「支え合いマップ」の作成 

自主防災組

織等の名称 

地区：大豆島地区 

名称：各区自主防災会 

取組概要 

取組開始年度：平成２７年度 （わたしの避難計画） 

          令和３年度 （支え合いマップ） 

取組内容 

〇 わたしの避難計画 

・民生委員が、避難行動要支援者名簿を対象として、平成２７年度

から避難行動要支援者台帳の調査と合わせて、「わたしの避難計

画」を作成するようにしている。 

 

〇 支え合いマップの作成 

・自主防災会（区長・役員・常会長・班長・消防団・民生委員）が、地

域福祉懇談会と称して、支え合いマップを作成し、毎年メンテナ

ンスを行っている。 

・常会長や班長からの情報や、「わたしの避難計画」からの情報

で、災害時に支援が必要な方のマッピングを行っている。 

・「わたしの避難計画」には、マップ記載の同意が含まれている。 

 

地域福祉懇談会の写真 

 

課題等 
・コロナ以降、地域福祉懇談会が実施できない区もあり、マップの

更新作業が行われていないところがある。 
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わたしの避難計画 
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わたしの避難計画（裏面） 
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【取組事例5】   避難行動要支援者名簿を活用した取組事例 

項目名 福祉防災マップ 

自主防災組

織等の名称 

地区：北尾張部区 

名称：令和 6年度 自主防災会 

取組概要 

取組開始年度：令和 6年度の活用事例 

取組内容： 

[1]長野市から提供のありました「避難行動要支援者名簿」を 

北尾張部区は 1部会から9部会の単位に区長が再編集を致し 

ました。 

(登録者:187名) 

[2]第 1 回福祉懇談会にて「福祉防災マップ」を作成しました。 

  ①開催日:令和 6年8月 21日(日) 

②参加者:部会長、執行委員、民生委員、赤十字奉仕団、 

長寿会長、福祉推進員 

  ③名簿の抽出区分: 

・65歳以上の一人暮らし 

・75歳以上の老人所帯 

・その他(介護、障害、精神、視聴覚)支援を必要としている人 

  ④福祉防災マップづくりの基準 

   ・赤マーク:優先度の高い世帯(緊急時に避難支援を必要とす

る世帯) 

   ・緑マーク:緊急時に何とか避難行動が出来る世帯 

   ・災害時に全員の安否確認を短時間に行うのは困難な為、防

災訓練時には赤マークの緊急度の高い世帯を優先する。 

[3]自主防災会「防災訓練」の実施 

   ①福祉防災マップの活用について 

   ・部会長、福祉推進員は各部会の要支援者宅の訪問をして安

否確認をする。 

   ・民生委員(4人)は各担当エリアの避難行動要支援者宅の安

否確認をする。 

   ※令和 6 年 9 月 1 日(日)実施予定の防災訓練は台風 10

号の接近に伴い中止と致しました。 
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課題等 

① 長野市から提供される「避難行動要支援者名簿の正確性を高

めて欲しい。 

 ・民生委員との定期的情報交換により名簿の精度を高める。 

 ・民生委員の数が極端に少ない(登録要支援者数:187名) 

 ・一人当たり担当支援者数:47名 

 ・月 1回の自宅訪問による状況把握は出来ない状況である。 

 ・苦労が多く、後任のなり手が居なく人選に苦慮している。 

②大災害が発生した時は避難支援が本当に出来るのかの検討が

必要と考える 

 ・自分の家庭優先で要支援者の避難誘導が出来るのかの検証

が必要と考える 

 ・全国の被災地の過去事例から、具体的な避難誘導マニュァル

が必要と考える。 
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【取組事例6】   避難行動要支援者名簿を活用した取組事例 

項目名 災害時等避難行動見守りシート 

自主防災組

織等の名称 

地区：安茂里地区 

名称：園沖区自主防災会 

取組概要 

取組開始年度：2022年度 

取組内容： 

①防災支え合いマップ作製→②マップを住宅地図へ落とし込む

→③要支援者一覧表を作成→④避難等確認シート作成（全員）→

⑤シートで全関係者に「見守り」と「支援依頼先」を通知・依頼 

 対象は「高齢者・独居者・幼児宅」 

写真、マップ、名簿の写真（添付） 

課題等 

実際に災害や家庭内暴力（子どもに対する）等があった場合、

どの程度効力を発揮するか不明である。 

継続的な取り組みや意識付けが必要であるが、十分な取り組

みとは言えない難しい状況である。 
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【取組事例7】   避難行動要支援者名簿を活用した取組事例 

項 目 名 災害時要支援者名簿 

自主防災組

織等の名称 

地区：篠ノ井中央地区 会区 

名称：会区自主防災会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組概要 

取組開始年度：平成２８年度 

取組概要： 

①市から提供された災害時要支援者名簿を基に区長（自主防災会

長）が常会ごとの名簿を作成 

②災害時要支援者確認会議（民生委員・区会議員・常会長が出席）

（毎年 9月第一土曜日に開催）において、①で作成した名簿を常

会別に配布（名簿の取扱いの注意喚起を含め受領簿に署名をもら

っている。） 

③担当民生委員・区会議員・常会長 3者により、①の名簿登載者の

うち災害時に支援が必要な者を抽出（市から提供名簿には、同居

しているが世帯分離している者（世帯）（高齢独居になってい

る。）、登載されているが特に支援が必要でない者（世帯）等が含

まれているため） 

④区長（自主防災会長）は抽出された要支援者について区としての

名簿を作成し民生委員・区会議員・常会長へ配布（毎年 10 月 1 日

付） 

⑤配布した市提供の名簿、区作成の名簿は翌年度の会議で返却す

る。返却された名簿は、区長においてシュレッター処理する。 

 

○区で作成した名簿の活用方法 

ア 常会長は、区で作成した名簿のうち、常会内の要支援者（世帯）に

対し支援する者（世帯）２名（世帯）を決定する。（双方の了解を取

ったうえで決定） 

イ アで決定した支援者は災害発生時に避難の連絡・支援を行うこと

としている。 

 

◎区で作成した名簿の活用実績 

令和元年台風１９号災害以後緊急連絡体制（基本的に携帯電話連

絡）を整備し防災訓練時に電話連絡訓練を行うこととした。 

電話連絡訓練の概略は以下のとおり 

区長→防災会役員→消防団・自主消防隊等の各種団体長 

→防災会副会長→民生委員・常会長→班長→区民→班長→常会長→副会長 

連絡を受けた区民のうちアで決定した支援者は、災害時要支援者の

安否確認を行い常会長へ報告 
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写真、マップ、名簿等の写真 

会区は名簿を編集活用している。（別添：会区災害時要支援者名簿） 

 

課題等 

(1) 市提供の避難行動要支援者名簿登載者以外に支援が必要と思わ

れる者への対応をどうするか。（名簿登載拒否の者（世帯）？） 

(2) 台風 19 号災害から時間が経過し連絡体制に関して危機感が薄れ

てきている。 
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【取組事例8】   避難行動要支援者名簿を活用した取組事例 

項目名 笹平区要支援者戸別避難計画（地域防災マニュアル） 

自主防災組

織等の名称 

地区：七二会地区 

名称：笹平区自主防災会 

取組概要 

取組開始年度：令和６年度 

取組内容： 

① 区役員、自主防災会、及び民生委員等が要支援者の了解を得

たうえで支援者を指定し被災時において確実な避難を可能と

する。 

② 要支援者の了解を得たうえで名簿一覧表を全戸に配布し支

援者の対応を明確にしている。 

③ 要支援者と支援者が連携し、一次避難所への移動を確実にす

る。 

④ 避難時には区役員及び自主防災会が中心となり、避難者の確

認を行う。また避難の遅れている者には連絡網を活用し安否

の確認を行う。 

⑤ 当区の一時避難所を笹平公民館とし、非常時には区等の許可

なく活用できることとしている。 

⑥ 一次避難所の笹平公民館には、車椅子、水、及び各種非常食

を配置し避難者は許可なく利用することができる。 

⑦ なお、上記事項については、「笹平区地域防災マニュアル」に

記載し全戸に配布している。 

 

写真、マップ、名簿等の写真： 

「笹平区地域防災マニュアル」を参照されたい。 

 

課題等 

① 区住民の高齢化が進行しており、支援者として動ける住民が

今後少なくなってしまうこと。（5 年後の想定は難） 

② 集落東部を除沢が流下しており、道路埋設構造物の破損によ

り分断される可能性が否めない。 

③ 集落を囲む 3 方向（東側・西側・北側）は急傾斜であり集落が

孤立する可能性も否めない。 
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